
 

首都圏における三重の総合プロモーション推進業務委託 

企画提案コンペ参加仕様書 

 

１ 業務目的 

本県は、現在、人口減少の加速、経済成長の鈍化等の課題に直面しており、こうした課題を解

決するためには、市場規模の大きい大都市圏において、全庁を挙げて戦略的なプロモーションを

展開することで本県の認知度を高め、関係人口、交流人口等の増加を図ることが肝要となる。 

特に首都圏は、人口約 4,000 万人の国内最大の市場であり、国内外の人流やあらゆる情報

が集中していることから、戦略的なプロモーションを展開し、認知度向上のための取組を強化して

いくことが不可欠である。 

こうした中、本県の首都圏における観光プロモーションは、比較的消費単価が高い層をターゲ

ットとしており、全庁的な総合プロモーションの枠組みの中で、こうした観光プロモーションと連動

し、県産農林水産物等の認知度向上と本県への誘客等を促進するため、比較的消費単価が高

い層が集う東京都区部にある集客施設において核となるプロモーションイベントを実施するほか、

同イベントの前後一定期間において周辺エリアの複数箇所で県産農林水産物のフェアを開催す

ることで、三重の魅力の総合的かつ面的なプロモーションを展開する。 

 

２ 業務内容 

 （１）業務名 

首都圏における三重の総合プロモーション推進業務委託 

（２）業務実施期間 

   契約締結の日から令和８年３月 31日（火） 

（３）契約上限額 

   24,139,500円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

（４）契約者数 

   １者 

（５）業務仕様書 

「首都圏における三重の総合プロモーション推進業務委託」のとおり 

 

３ 参加条件 

  次に掲げる要件をすべて満たした者とします。 

（１）参加者資格 

ア 当該企画提案コンペに係る契約を締結する能力を有しない者又は破産者で復権を得ない

者でないこと。 

イ 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第３２条第１項

各号に掲げる者でないこと。 

ウ 共同事業体により参加する場合は、各構成員がア及びイの条件を満たすこと。 

また、共同事業体等により参加する場合は、代表となる主体を定めること。 



 

 

  

同時に複数の共同事業体の構成員になることはできず、また、共同事業体に所属しながら自

らが単独で提案を行うことができません。 

（２）最優秀提案者が満たすべき資格 

ア 三重県建設工事等資格（指名）停止措置要領により資格（指名）停止を受けている期間中

である者でないこと。 

イ 三重県物件関係落札資格停止要綱により落札資格停止措置を受けている期間である者又

は同要綱に定める落札資格停止要件に該当する者でないこと。 

ウ 三重県税又は地方消費税を滞納している者でないこと。 

エ 共同事業体により参加する場合は、各構成員がア～ウの条件を満たすこと。 

オ 業務遂行にあたり連絡調整ができるように、体制を整えておける者であること。 

 

４ 企画提案者の参加意思表示 

  企画提案に参加を希望する者は、次のとおり申し込みを行ってください。 

 （１）提出書類 各１部 

ア 企画提案コンペ参加資格確認申請書（様式１） 

イ 上記アの添付書類 

※本店の代表者以外のものが申請を行う場合には、合わせて「委任状（様式２）」の 

提出が必要です。 

      ウ 共同事業体協定書兼委任状（様式６） 

※共同事業体等、複数社から成る組織による申請の場合に提出が必要です。 

また、上記様式とともに事業体の組織規程や会則、契約書等の写しを添付して 

ください。 

（２）提出期限 

   令和７年９月 11日（木）12時まで（必着） 

（３）提出方法 

   「１７ 担当部局（問い合わせ先）」に、郵便、民間事業者による信書便又は持参 

  により提出してください。 

    ※郵便等の場合は必ず到着を確認してください。 

 

５ 企画提案参加者の資格審査及び結果通知 

 （１）企画提案参加者の資格審査 

提出された「企画提案コンペ参加資格確認申請書（様式１）」等により、資格審査を 

行います。 

 （２）資格審査の結果通知 

   資格審査の結果は、令和７年９月 25 日（木）にすべての参加意思表示者に対して文書により

通知します。 

 

６ 企画提案書等の提出 



 

 

  

（１）企画提案書等の提出者 

企画提案書等は、「５（２）資格審査の結果通知」において企画提案書等の提出を認められ

た者のみ提出することができます。 

 （２）提出資料 

企画提案書等は、「首都圏における三重の総合プロモーション推進業務委託企画提案書作

成要領」に基づいて作成し、提出してください。 

 （３）提出〆切 

   令和７年９月 30日（火）12時まで（必着） 

 （４）提出方法 

   「１７ 担当部局（問い合わせ先）」に、郵便、民間事業者による信書便又は持参に 

より提出してください。 

   なお、郵便等をする場合は一般書留郵便で、「（３）提出〆切」に到着するよう配達日時の指定

を行い、企画提案書等が「（３）提出〆切」に確実に届くかどうかを送付前に郵便局で確認し

てください。また、発送した後に、電話にて「１７ 担当部局（問い合わせ先）」に発送した旨の連

絡をしてください。 

 

７ 質問の提出及び回答 

（１）質問の受付期間 

企画提案コンペに関する質問は、質問書（様式３）により、令和７年９月５日（金） 

15時までに「１７ 担当部局（問い合わせ先）」に電子メールで提出してください。 

   なお、電子メール送信後、電話にて受理の確認を行ってください。 

（２）質問の内容 

質問は、原則として、当該業務に係る条件や応募手続きに限るものとし、以下の項目 

に関する質問は受け付けることができません。 

  ・他の応募者からの提案書提出状況に関する内容 

  ・積算に関する内容 

  ・採点に関する内容 

（３）質問に対する回答 

質問に対する回答は、令和７年９月８日（月）17時までに三重県ウェブサイトに掲載 

します。電話・メール等での直接回答は行いません。 

 

８ 最優秀提案者の選定 

 （１）企画提案書等の審査 

この参加仕様書に基づき提出された企画提案書等については、別に設置する「首都圏におけ

る三重の総合プロモーション推進業務委託企画提案コンペ選定委員会」（以下「選定委員会」

という。）において、その内容の審査を行い、見積価格を勘案のうえ総合的に評価して最優秀提

案者を選定します。 

 （２）プレゼンテーションの実施 

   選定委員会の審査にあたっては、以下のとおりプレゼンテーションを実施します。 



 

 

  

   ア 実施日 

     令和７年 10月６日（月）  ※改めて別途通知します。 

   イ 場所 

     三重県庁会議室  ※改めて別途通知します。 

   ウ 時間 

     改めて別途通知します。 

   エ 説明者 

     ３人までとします。 

   オ その他 

プレゼンテーションは事前にご提出いただく企画提案書等のみを使用し、説明をお願い

します。企画提案書の提出が多数あった場合は、選定委員会において事前に書類審査を

行い、提案者を５者程度選定したうえで、当該提案者によるプレゼンテーションを実施しま

す。 

 （３）評価項目等 

   以下の項目等により、企画提案書等を総合的に評価して採点します。 

なお、「イ 戦略性」「ウ 企画の実現性」の項目については配点を２倍、「エ 企画性 

及び有効性」の項目については配点を３倍とします。 

ア 業務の実施体制 

イ 戦略性 

ウ 企画の実現性 

エ 企画性及び有効性 

オ 効果検証の方法 

カ 経費の妥当性 

 （４）選定委員会において必要があると判断された場合は、補足資料の提出を求めること 

があります。 

（５）審査結果については、令和７年 10 月７日（火）に各提案者に対して文書により通知する予

定です。 

 

９ 無効となる提案 

  次のいずれかに該当するときは、その者の参加及び提案は無効とします。 

（１）企画提案に参加する資格がない者が提案したとき。 

 （２）提案者が本企画提案コンペに対して２以上の提案をしたとき。 

 （３）提案者が他人の提案の代理をしたとき。 

 （４）参加に際して事実に反する申込みや提案などの不正行為があったとき。 

 （５）提出書類が提出期限を越えて提出されたとき。 

（６）その他、あらかじめ指示した事項に違反したとき及び提案者に求められる義務を 

履行しなかったとき。 

 



 

 

  

１０ 契約方法に関する事項 

 （１）「８ 最優秀提案者の選定」により選定された最優秀提案者は、以下の資料を三重 

県政策企画部国際戦略・プロモーション推進課が指示した日までに提出してください。 

   ア 消費税及び地方消費税についての「納税証明書（その３ 未納税額がないことの証明用）」

（所管税務署が過去６か月以内に発行したもの（有料））の写し 

   イ  三重県内に本支店又は営業所等を有する事業所にあっては、「納税確認書」（三重県の県

税事務所が過去６か月以内に発行したもの（無料））の写し 

   ウ 過去３年の間に当該契約と規模をほぼ同じくする契約を締結し、当該契約を履行した実績

の有無を示す証明書 

 （２）当該業務を履行できると三重県知事が判断した企画提案者であって、三重県会計 

規則第６５条第３項の規定により作成された予定価格の範囲内で、最も優れた提案をした最

優秀提案者と契約を締結します。 

 （３）契約条項は、別に示します。 

 （４）契約保証金は、契約金額の１００分の１０以上の額とします。 

   ただし、三重県会計規則第７５条第４項各号のいずれかに該当する場合は免除します。 

 （５）契約書は２通作成し、三重県及び受注者の双方各１通を保有するものとします。 

 （６）契約書の作成に要する費用は、全て受注者の負担とします。 

 （７）契約は、三重県政策企画部国際戦略・プロモーション推進課において行います。 

 

１１ 監督及び検査 

   契約条項の定めるところによります。 

 

１２ 契約代金の支払方法、支払場所及び支払時期 

   業務委託料は、委託業務が完了し、履行確認が行われた後に支払うものとします。 

 

１３ 手続きにおいて使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨に限ります。 

 

１４ 暴力団等排除措置要綱による契約の解除等 

   受注者が「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措置要綱」第３条又は 

第４条の規定により、「三重県物件関係落札者資格停止要綱」に基づく落札資格停止措置を

受けたときは、契約を解除することができるものとします。 

 

１５ 不当介入に係る通報等の義務及び義務を怠った場合の措置 

（１）受注者は、業務の履行にあたって「三重県の締結する物件関係契約からの暴力団等排除措

置要綱」に規定する暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係法人等（以下「暴力団等」とい

う。）による不当介入を受けたときは、次の義務を負うものとします。 

   ア 断固として不当介入を拒否すること。 

   イ 警察に通報するとともに捜査上必要な協力をすること。 



 

 

  

   ウ 発注者に報告すること。 

   エ 業務の履行において、暴力団等による不当介入を受けたことにより工程、納期等に遅れが

生じる等の被害が生じるおそれがある場合は、発注者と協議を行うこと。 

 （２）受注者が（１）イ又はウの義務を怠ったときは、「三重県の締結する物件関係契約からの暴力

団等排除措置要綱」第７条の規定により「三重県物件関係落札資格停止要綱」に基づく落

札資格停止等の措置を講じます。 

 

１６ その他 

 （１）企画提案に必要な費用は、企画提案コンペ参加者の負担となります。 

 （２）企画提案されたものは、経費見積書の中ですべて実現できるものと判断します。 

 （３）提出された全ての書類は返却しません。 

 （４）提出された全ての書類は、三重県情報公開条例に基づき情報公開の対象となり 

ます。 

 （５）その他必要な事項は、三重県会計規則に規定するところによります。 

 

１７ 担当部局（問い合わせ先） 

  〒５１４－８５７０  三重県津市広明町１３番地 

             三重県政策企画部国際戦略・プロモーション推進課 

担当：馬場、東構 

             電話：059-224-2026／FAX：059-224-2069 

E-mail：promo@pref.mie.lg.jp 
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